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１．援助の意義 

治安及び政情が不安定な国が多い西アフリカにおいて、セネガルは 1960 年の独立

以来、安定した民政が行われている。またアフリカ連合（AU）及び西アフリカ諸国

経済共同体（ECOWAS）に積極的に関与し、地域の紛争終結に向けた仲介役を積極

的に務めたりするなど、我が国のアフリカ外交にとっても重要な地位を占めている。

我が国は、アフリカ外交におけるセネガルの影響力とその安定した治安情勢を評価し

ており、同国への支援は、西アフリカ地域全体の安定と発展にも貢献することが期待

できる。 

またセネガルは、地理的にも西アフリカ内陸国への玄関口として、流通及び経済活

動などの地域拠点となっている。特に首都ダカールには、周辺諸国からの就労者や留

学生も多く、また同国に駐在する日本企業（8 社）なども、首都ダカールの立地と治

安の安定性を活かし、西アフリカ地域全体を視野に入れた活動を行っている。そのた

め我が国が、日本企業の西アフリカへの進出及び投資環境を促進・改善する意義は大

きい。 

一方、セネガルの一人当たりの所得は、1,040 ドル（2013 年：世界銀行）に達し、

「最貧国」から「低所得国」となったものの、急激な人口増加に伴う都市化や公共社

会サービスなどの面で、依然として多くの課題を抱えている。同国の民主的安定を支

える経済の健全な発展を促すべく、「持続的成長」及び「ミレニアム開発目標（MDGs）

への貢献」の双方の観点から支援を行う。 

 

２．援助の基本方針（大目標）：「西アフリカ地域の安定と発展を支える経済開発と社

会開発の支援」 

セネガル政府は、2035 年に新興国入りすることを目指したセネガル新興計画（PSE）

において、2014 年から 2023 年までの 10 年間の開発戦略として「経済構造の変革，

成長」，「人的資本，社会保障，持続的発展」及び「ガバナンス，制度，平和，安全」
1を 3 本柱に掲げている。我が国は、セネガルの民主的安定と経済の健全な発展を促

すため、経済開発支援を重視しつつ、持続的成長及びミレニアム開発目標（MDGs）

への貢献を目指した支援を行う。 

またこれまで実施してきた我が国の知見や技術を活かした「人づくり」支援をさら

                         
1 2012 年に発足したサル政権により，2014 年 2月，2015 年までの開発戦略を定めた旧経済社会政

策文書（DPES）を踏襲し，同戦略が策定された。 



 

に充実させ、ハード（施設整備）及びソフト（人材育成）を連携させた持続的な開発

効果を確保するとともに、西アフリカ地域全体への波及を図る。 

 

３．重点分野（中目標） 

（１）持続的経済成長の後押し 

セネガル政府は、国家経済社会開発戦略において、都市部を中心とした経済成長の

基盤整備及び第一次産業の開発を優先課題としている。持続的な経済成長のネックと

なっている「都市部のインフラ基盤整備」、全人口の約 71％が従事している「第一次

産業の振興」を支援し、持続的な経済成長を後押しする。 

 

（ア）経済発展のための基盤整備 

急激な農村地域から都市部への移住や洪水被害による生活環境の悪化を改善する

ため、都市部の生活基盤整備を推進する。また、我が国が支援してきた日本・セネガ

ル職業訓練センターを中心として産業人材を育成するとともに、育成した人材を活用

して、民間セクター振興を図る。 

（イ）第一次産業の振興 

第一次産業の振興を通じて農民・漁民の所得向上を図る。主食である米に重点をお

き稲作振興を行うとともに、持続的な農村開発を支援するため生産性向上、流通促進

及びコミュニティー開発支援を行う。また、持続的な水産業の促進などを支援する。 

 

（２）基礎的社会サービスの向上 

 保健・衛生分野及び教育分野における MDGs 達成を支援する。特に保健・衛生分

野では、我が国が優先的に実施してきた母子保健分野の支援を中心に国際機関や他ド

ナーとの連携を進める。また、西アフリカ広域協力の拠点となっている保健人材養成

機関への技術協力を通じて、更なる成果波及を図る。また教育分野においては、教育

への公平なアクセスと質の改善のための支援や教育行政の改善などを行う。 

 

４．留意事項2 

（１） セネガルを西アフリカ諸国が抱える共通の開発課題に対応していくための広

域支援（南南協力）の拠点と位置付け、西アフリカ諸国にも効果が及ぶよう考慮した

案件形成を実施する。   

（２） BOP ビジネス（貧困層を対象としたビジネス）や企業の CSR 活動（社会貢

献活動）への支援など、日本企業との連携の可能性を探求する。 

                                   （了） 

別紙： 事業展開計画 

                         
2 なお、同国を対象として実施された過去の ODA 国別評価は次のとおり。 

セネガル 国別評価（2005年度） 報告書掲載先： 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu/gai/senegal/kn05_01_index.html 


